
令和７年度



申告の際、本人確認書類の提示
（提出）が必要です！詳細はP2へ







業種別の課税対象償却資産の例示

各業種共通のもの

駐車場設備、受変電設備、自家発電設備、蓄電池設備、舗装路面、庭園、門、
塀、外溝、外灯、ネオンサイン、広告塔、中央監視装置、看板、簡易間仕切、応
接セット、ロッカー、キャビネット、エアコン、パソコン、コピー機、レジスター、金
庫等















地方税法第349条の3及び同法附則第15条に規定する一定の要件を備えた償却資産は、固定
資産税が軽減されます。

宜野湾市より先端設備等導入計画の認定を受けた機械装置、測定工具及び検

査工具、器具備品、建物附属設備（家屋と一体で課税されるものを除く）。

※認定経営革新等支援機関の確認を受けた投資利益率5％以上の投資計画に
記載された設備に限る。

１／２（最初の3年間）
さらに、賃上げ方針を計画内に位置付けて従業員に表明した場合は、以下の

期間に限り、課税標準を１／３に軽減。
・令和6年3月31日までに取得した設備：5年間
・令和7年3月31日までに取得した設備：4年間

①『先端設備等導入計画に係る認定

申請書及び認定書』の写し

②認定経営革新等支援機関が発行

する「投資計画に関する確認書」

の写し

③従業員へ賃上げ方針を表明した

ことを証する書面の写し（賃上げ

方針を伴う計画を申請した場合）

①『先端設備等導入計画に係る認定

申請書及び認定書』の写し

②認定経営革新等支援機関が発行

する「投資計画に関する確認書」

の写し

③従業員へ賃上げ方針を表明した

ことを証する書面の写し（賃上げ

方針を伴う計画を申請した場合）

④公益社団法人リース事業協会が

確認した『固定資産税軽減計算

書』の写し

⑤『リース契約書』の写し

中小企業等が、宜野湾市から認定を受けた「先端設備等導入計画」に基づき、新規取得した生

産性向上設備について、課税標準額が以下のとおり軽減されます。必要書類をご準備の上、

ご申告ください。

（例１） 生産性向上設備に関する特例について（例１） 生産性向上設備に関する特例について

令和5年4月1日～令和7年3月31日

地方税法附則第15条第44項

中小企業等の場合（リース取引以外）

※注意：先端設備等導入計画の認定後に取得することが必須です。

設備取得後に計画申請を認める特例はございませんのでご注意ください。

リース会社の場合



地方税法第349条の3及び同法附則第15条に規定する一定の要件を備えた償却資産は、固定
資産税が軽減されます。

宜野湾市より先端設備等導入計画の認定を受けた機械装置、測定工具及び検

査工具、器具備品、建物附属設備（家屋と一体で課税されるものを除く）。

※認定経営革新等支援機関の確認を受けた投資利益率5％以上の投資計画に
記載された設備に限る。

１／２（最初の3年間）
さらに、賃上げ方針を計画内に位置付けて従業員に表明した場合は、以下の

期間に限り、課税標準を１／３に軽減。
・令和6年3月31日までに取得した設備：5年間
・令和7年3月31日までに取得した設備：4年間

①『先端設備等導入計画に係る認定

申請書及び認定書』の写し

②認定経営革新等支援機関が発行

する「投資計画に関する確認書」

の写し

③従業員へ賃上げ方針を表明した

ことを証する書面の写し（賃上げ

方針を伴う計画を申請した場合）

①『先端設備等導入計画に係る認定

申請書及び認定書』の写し

②認定経営革新等支援機関が発行

する「投資計画に関する確認書」

の写し

③従業員へ賃上げ方針を表明した

ことを証する書面の写し（賃上げ

方針を伴う計画を申請した場合）

④公益社団法人リース事業協会が

確認した『固定資産税軽減計算

書』の写し

⑤『リース契約書』の写し

中小企業等が、宜野湾市から認定を受けた「先端設備等導入計画」に基づき、新規取得した生

産性向上設備について、課税標準額が以下のとおり軽減されます。必要書類をご準備の上、

ご申告ください。

（例１） 生産性向上設備に関する特例について（例１） 生産性向上設備に関する特例について

令和5年4月1日～令和7年3月31日

地方税法附則第15条第44項

中小企業等の場合（リース取引以外）

※注意：先端設備等導入計画の認定後に取得することが必須です。

設備取得後に計画申請を認める特例はございませんのでご注意ください。

リース会社の場合

地方税法附則第 15条旧第32項
宜野湾市税条例附則第6条の2第旧20項
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令和令和令和

年号（3.昭和 4 .平成 5.令
和）は資産を実際に取得し
た年月を記入してください。
また改良費については、本
体部の取得時期とは別に
次の欄に　「改良費」　として
その改良を加えた年月を記
入してください。
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